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育児休業給付、教育訓練給付及び就業促進手当の拡充

並びに個別延長給付等の暫定措置の延長

― 雇用保険法の一部を改正する法律案 ―

厚生労働委員会調査室 楢木 大輔

はじめに

第 186 回国会に提出された「雇用保険法の一部を改正する法律案」は、労働者の生活

と雇用の安定を図るため、雇用保険制度において、育児休業給付金の充実、教育訓練給

付の拡充及び教育訓練支援給付金の創設、就業促進手当の拡充並びに基本手当の給付日

数を延長する等の暫定措置の延長等の所要の措置を講じようとするものである。

本稿は、雇用保険制度の現状について概観した後、改正案提出の背景及びその経緯、並

びに改正案の概要について紹介し、あわせて、主な論点について整理を試みるものである。

１．雇用保険制度の現状

雇用保険制度は、「失業等給付」として、労働者が失業した場合に求職者給付を、労働

者について雇用の継続が困難となる事由が生じた場合に雇用継続給付を行うほか、労働者

が自ら職業に関する教育訓練を受けた場合に教育訓練給付を行うことにより、労働者の生

活及び雇用の安定を図るとともに、求職活動を容易にする等その就職を促進するための就

職促進給付を行っている。あわせて、労働者の職業の安定に資するため、失業の予防、雇

用状態の是正及び雇用機会の増大、労働者の能力の開発及び向上その他労働者の福祉の増

進を図ることを目的として、雇用安定事業及び能力開発事業（「雇用保険二事業」）を行

っている（図表１参照）。

現行の雇用保険制度は、「失業保険法」に基づいて昭和 22 年から実施されていた失業保

険制度を前身として、昭和 49 年に「雇用保険法」が制定され、昭和 50 年４月から実施さ

れた。制度創設以来、雇用経済情勢、就業構造や雇用形態の変化等に対応して累次の改正

が行われている。近年では、バブル崩壊後の厳しい雇用情勢を受けて、平成 12 年改正及

び平成 15 年改正において、保険料の引上げと、給付の重点化が図られた。また、平成 20

年秋のリーマンショック後に、雇用の調整手段として失業に追いやられた非正規雇用労働

者の保護が課題となり、平成 21 年改正では、受給資格要件の緩和や、雇止めにより離職

した際の失業等給付の給付日数を解雇等による離職者並みに手厚くする暫定措置を設けた

（法改正の経過については図表 12 参照）。

現在の雇用保険制度を取り巻く状況について見ると、雇用失業情勢は改善傾向にあり、

平成 25 年 12 月時点で、有効求人倍率 1.03 倍、完全失業率 3.7 ％と、リーマンショック
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リーマンショック後は、有効求人倍率が平成 21 年８月に 0.42 倍（過去最低）、完全失業率が同年７月に

5.5 ％（過去最高）まで悪化した。

の影響を受ける以前の水準まで回復している
1
。

失業者に対して支給される基本手当の平成 24 年度の受給者実人員は 57 万 6,277 人と、

直近ピークの平成 21 年度 85 万 4,617 人から比較すると 32.6 ％の減少となっている。

次に、最近の雇用保険財政の状況を見ると、失業等給付関係の収支状況は図表２、雇用

保険二事業関係の収支状況は図表３のとおりとなっている。

一方で、非正規雇用労働者の増加や、少子高齢化に伴う働き手の減少は、雇用に関する

構造的な課題となっており、雇用保険制度においても必要な対応が求められている。

図表１ 雇用保険制度の概要

（出所）筆者作成
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＊保険料は労使折半

＊国庫負担あり 【国庫負担１／４】
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図表２ 失業等給付関係収支状況

（出所）厚生労働省資料

図表３ 雇用保険二事業関係収支状況

（出所）厚生労働省資料

２．改正案提出の背景

少子高齢化や経済のグローバル化の中で、男女が共に仕事と子育てを両立できるよう支

援を行うとともに、若者等の中長期的なキャリア形成を支援することが求められている。

また、有期労働契約が更新されなかったことによる離職者等に対する基本手当の

給付日数を延長する等の暫定措置の期限が平成 25 年度末までとされており、来年

度以後の取扱いについて検討が求められていた。

（１）日本再興戦略

安倍内閣は平成 25 年６月 14 日、新たな成長戦略である「日本再興戦略」を閣議決定し、
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2
「日本再興戦略-JAPAN is BACK-」（平成 25 年６月 14 日 閣議決定）30 頁

3
「社会保障制度改革国民会議報告書～確かな社会保障を将来世代に伝えるための道筋～」（平成 25 年８月

６日）18 頁
4

「成長戦略の当面の実行方針」（平成 25 年 10 月１日 日本経済再生本部決定）３頁

行き過ぎた雇用維持型から労働移動支援型への政策転換（失業なき労働移動の実現）を図

ることが明記された。その中で、若者等の学び直しの支援のための雇用保険制度の見直し

として、「非正規雇用労働者である若者等がキャリアアップ・キャリアチェンジできるよ

う、資格取得等につながる自発的な教育訓練の受講を始め、社会人の学び直しを促進する

ために雇用保険制度を見直す。労働政策審議会で検討を行い、次期通常国会への改正法案

の提出を目指す」とされた
2
。

（２）社会保障制度改革国民会議報告

「社会保障制度改革推進法」に基づいて内閣に設置された社会保障制度改革国民会議は

平成 25 年８月６日、安倍総理に報告書を提出した。ワーク・ライフ・バランスの促進に

ついては、「企業における仕事と子育ての両立支援について、より一層の取組の推進が必

要である」とされた。そして、「特に中小企業・非正規については、育児休業の取得が難

しい状況にある。これら中小企業・非正規を含め、育児休業の取得促進など様々な取組を

通じて、男女ともに仕事と子育ての両立支援を進めていくことが必要である。このため、

2014（平成 26）年度までの時限立法であり、企業における仕事と子育ての両立支援を推

進するための強力なツールの１つである次世代育成支援対策推進法について、今後の 10

年間を更なる取組期間として位置づけ、その延長・見直しを積極的に検討すべきである。

なお、育児休業取得に関しては、中小企業・非正規に加え、取得率の低い男性の取得促進

に注力すべきであり、企業の社会的責任も大きい。育児休業を取得しやすくするために、

育児休業期間中の経済的支援を強化することも含めた検討を進めるべきである」との提言

がなされている
3
。

（３）成長戦略の当面の実行方針

日本経済再生本部が平成 25 年 10 月１日に決定した「成長戦略の当面の実行方針」にお

いては、少子化対策・男女が共に仕事と子育て等を両立できる環境の整備のため、「育児

休業中の経済的支援の強化や次世代育成支援対策推進法の延長について労働政策審議会等

で検討を行い、次期通常国会への雇用保険法改正案及び次世代育成支援対策推進法改正案

の提出を目指す」こととされた
4
。

（４）平成25年度末までの暫定措置

雇用保険の失業等給付については、現在、非正規雇用労働者に対するセーフティネット

機能の強化等のため、平成 21 年度からの暫定措置として、基本手当の給付日数を 60 日を

限度に延長する個別延長給付の創設、雇止め等の特定理由離職者に対する給付日数を倒産、
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5
このほか、省令により、常用就職支度手当の支給対象範囲の拡大が図られている（平成 25 年度末までの暫

定措置）。
6

『朝日新聞』（平 25.7.11）、『日本経済新聞』（平 25.7.11）、田村厚生労働大臣記者会見（平 25.7.16）

<http://www.mhlw.go.jp/stf/kaiken/daijin/2r98520000036oqt.html>
7

一般の事業に係る失業等給付の基本料率は現在 14/1000 であるところ、いわゆる「弾力条項」（労働保険の

保険料の徴収等に関する法律第 12 条第５項）に基づいて、10/1000 から 18/1000 までの範囲内において変更

することができる。雇用保険部会の報告では、平成 26 年度は引き続き、下限の 10/1000 とすることが適当と

された（「労働政策審議会職業安定分科会雇用保険部会報告書」（平成 25 年 12 月 26 日）11 頁）。
8

告示案要綱の答申を受けて、平成 26 年１月 27 日に告示が行われた（平成 26 年厚生労働省告示第 14 号）。

平成 26 年度の雇用保険率は、一般の事業については 13.5/1000（うち失業等給付分 10/1000（労使折半）、雇

用保険二事業分 3.5/1000（事業主負担））、農林水産・清酒製造業については 15.5/1000（同 12/1000、

3.5/1000）、建設業については 16.5/1000（同 12/1000、4.5/1000）とされた。

解雇等による特定受給資格者の給付日数と同様とする措置がとられている
5
。

また、雇用保険二事業について、雇用調整助成金の支出増に対応できるよう、平成 22

年度以降、暫定的に、失業等給付の積立金からの借入れを可能とする措置がとられている。

これらの暫定措置については、いずれも平成 25 年度末で期限が切れることから、その

延長の要否について検討が必要とされていた。

３．改正案提出の経緯

上記２．（１）～（３）の方針のほか、育児休業期間中の経済的支援の強化について、

田村厚生労働大臣は平成 25 年７月、男性の育児休業が取りづらいのは育児休業給付の給

付割合が低いことも一つの理由と推測できるとして、給付割合の引上げの検討を指示し、

その財源を含め、労働政策審議会において議論するとしていた
6
。

これらの政府の方針を受け、雇用保険制度の見直しについて、労働政策審議会において

検討が行われた。見直し全体については、主に職業安定分科会雇用保険部会において検討

された。また、社会人の学び直し支援の対象とする教育訓練、求職者支援訓練の在り方に

ついては、職業能力開発分科会において検討が行われた。

検討の結果、雇用保険部会は平成 25 年 12 月 26 日、「労働政策審議会職業安定分科会雇

用保険部会報告書」（以下「雇用保険部会報告書」という。）を職業安定分科会に報告し、

了承を得た。また、職業能力開発分科会も翌 27 日、「中長期的なキャリア形成支援措置の

対象とする教育訓練について（職業能力開発分科会報告書）」及び「求職者支援訓練のあ

り方について（職業能力開発分科会報告書）」を取りまとめた。

これらの報告書の内容を踏まえ、田村厚生労働大臣は平成 26 年１月 16 日、「雇用保険

法の一部を改正する法律案要綱」及び平成 26 年度の雇用保険率を据え置く内容の「労働

保険の保険料の徴収等に関する法律の規定に基づき雇用保険率を変更する告示案要綱」
7

を、それぞれ労働政策審議会に対して諮問した。労働政策審議会は同日、「法律案要綱」

をおおむね妥当、「告示案要綱」を妥当と認め、答申を行った
8
。

これを受けて、政府は平成 26 年１月 31 日、「雇用保険法の一部を改正する法律案」を

閣議決定し、同日、国会に提出した（閣法第３号）。
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保育所へ入所できない等により子が１歳を超えても休業が必要と認められる場合には、支給期間が延長さ

れ、１歳６か月までの間の休業について支給される。また、同一の子につき配偶者が休業する場合は、子が

１歳２か月に達する日までを対象として、最大１年間（母の休業は、出産日及び産後休業期間を含める）支

給される（パパ・ママ育休プラス）。なお、支給額の算定根拠となる休業開始時賃金日額の上限額は、年齢に

関わりなく、30 歳以上 45 歳未満の受給資格者に係る賃金日額の上限額（14,230 円）とされている。
10

平成 13 年１月から実施。育児休業基本給付金 30 ％、育児休業者職場復帰給付金 10 ％。
11

平成 19 年 10 月から実施。育児休業基本給付金 30 ％、育児休業者職場復帰給付金 20 ％。支給割合の引上

げは平成 21 年度末までの暫定措置とされたが、平成 21 年改正により「当分の間」に延長されている。
12

平成 22 年４月から実施

４．改正案の概要及びその主な論点

改正案の内容は、（１）育児休業給付金について、男女が共に育児休業を取得していく

ことを促進するため、休業開始後６か月の間の給付割合を引き上げること、（２）教育訓

練給付について、若者等の自発的な教育訓練の受講促進のため、専門的・実践的な教育訓

練に係る教育訓練給付金の給付割合の上限を引き上げるとともに、平成 30 年度末までの

暫定措置として、45 歳未満の離職者が専門的・実践的な教育訓練を受講する場合に、一

定額を支給する教育訓練支援給付金を創設すること、（３）就業促進手当について、失業

者の安定した再就職へのインセンティブを更に強化するため、安定した職業に就き６か月

以上継続して雇用されたこと等を要件として、現行の再就職手当に加え、一定額を支給す

ること、（４）離職者に対するセーフティネットを引き続き維持していくため、個別延長

給付等の暫定措置を平成 28 年度末まで延長すること等である。

以下、それぞれの改正項目について、解説することとしたい。

（１）育児休業給付の充実

ア 現状

労働者が１歳未満の子を養育するために育児休業をする場合、現在、休業開始前の賃

金の 50 ％を育児休業給付金として支給している
9
。

育児休業給付はこれまでも累次の拡充が図られてきた。育児休業給付は、平成７年４

月から、育児休業期間中に支給される育児休業基本給付金 20 ％と、職場復帰後に支給

される育児休業者職場復帰給付金５％の二本立ての給付（合計給付割合 25 ％。以下同

じ。）として創設された。その後、給付割合の引上げが図られ、平成 12 年改正により給

付割合 40 ％に
10、平成 19 年改正により給付割合 50 ％とされた 11。さらに、平成 21 年

改正では、両給付を統合して、育児休業給付金とし、全額を休業期間中に支給すること

とされた
12
。

育児休業給付の支給状況を見ると、受給者数は増えてきているが、平成 24 年度の受

給者の 98 ％が女性という状況である。平均給付期間についても男女差が見られる。ま

た、賃金の差を反映して、平均受給月額は男性の方が高い傾向が見られる（図表４参

照）。

イ 改正の内容

育児休業給付金の給付割合を、育児休業開始時から最初の６か月の間について 67 ％
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13
本改正は、本来 40 ％である給付割合を暫定的に 50 ％に引き上げている附則の改正による。

に引き上げることとする
13
。なお、雇用保険の適用のない国家公務員及び地方公務員に

ついても、国家公務員共済組合法及び地方公務員等共済組合法を改正して、育児休業手

当金について同様の措置をとることとされている。

父母が共に育児休業を取得する場合には、父母それぞれの最初の６か月の間について、

給付割合 67 ％で育児休業給付金が支給されることとなる（図表５参照）。

図表４ 育児休業給付の支給状況

（出所）厚生労働省資料

図表５ 育児休業給付金の給付イメージ

（出所）厚生労働省資料
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14
第 96 回労働政策審議会職業安定分科会雇用保険部会（平成 25 年 12 月 11 日）資料２（４頁）。試算は、雇

用保険財政に係るものであり、国家公務員共済組合法及び地方公務員等共済組合法に基づく育児休業手当金

についても、同様の改正を行うことによる給付増が生じる。
15

労働基準法第 65 条に基づき、使用者は、６週間（多胎妊娠の場合 14 週間）以内に出産予定の女性が休業

を請求した場合は、その者を就業させてはならないこととされている（産前休業）。また、原則として産後８

週間を経過しない女性を就業させてはならないこととされている（産後休業）。産前・産後休業期間中は、健

康保険等により、出産手当金として、標準報酬日額の３分の２相当額が支給される。
16

就労を継続している者を分母としており、出産前に離職した者は含まれていない。実際には出産に伴い離

職する女性が多数いる（後述）。
17

「労働政策審議会職業安定分科会雇用保険部会報告書」（平成 25 年 12 月 26 日）９頁

本改正に伴う給付増は、平年度約 800 億円と試算されている
14
。これは、給付割合を

育児休業取得後最初の６か月間について 67 ％に引き上げることによる影響のみを考慮

したものである。

ウ 主な論点

育児休業給付は、当初、育児休業者職場復帰給付金があることで、職場復帰のインセ

ンティブを高める制度であったが、その後の改正により、休業中の所得保障による育児

休業取得の促進に重点が移ってきている。

今回の給付割合の引上げにより、例えば母が産後休業に引き続いて育児休業を開始す

る場合、先行する産前・産後休業期間中に受給できる出産手当金と同水準の給付を、育

児休業開始後６か月の間引き続き受けられることになる
15。育児休業給付は非課税扱い

とされていること、育児休業期間中の社会保険料の免除措置があることから、休業前の

税、保険料支払後の賃金と比較した実質的な給付割合は８割程度に高まると説明されて

いる。育児休業中の所得保障の拡充という観点からは一定の評価ができよう。

他方、育児休業取得率の推移を見ると、女性の育児休業取得率は９割近くまで伸びて

いるが
16
、男性の取得率は２％弱と低い水準で推移している（図表６参照）。そこで、

今回、単に給付割合を期間中一律で引き上げるのではなく、父母それぞれ最初の６か月

間の支給を手厚くすることとした。例えば、母のみが育児休業を取得した場合は、引上

げ後の 67 ％の給付割合で育児休業給付金の支給を受けられる期間は最長でも６か月で

あるところ、父が共に育児休業を取得すると、母の６か月分と父の６か月分を合わせて

最長 12 か月の期間 67 ％の給付割合で支給を受けることができる。これによって、男性

の育児休業取得のインセンティブを高めることにつながることを狙いとしている。

この措置に必要となる財源の在り方については議論があった。育児休業給付が雇用保

険制度において行われているのは、雇用の継続を援助、促進するための給付を行うこと

により雇用の安定を図るためとされている。一方、今回の拡充は、少子化を背景に男女

が共に育児休業を取得していくことを促進するためと説明されており、このような趣旨

からの育児休業期間中の経済的支援は、雇用保険財源によらず、国の責任により一般会

計で実施されるべきものであるとの意見がある
17
。また、今回の拡充に当たって、保険

料引上げ等の恒久的な財源措置が行われなかったため、当面、失業等給付の積立金を取

り崩すこととなる。
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18
なお、仕事と家庭の両立支援関係として、「次世代育成支援対策推進法」の延長及び見直しを行う法律案が

今国会に提出されている（「次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るための次世代育成支援対策推進法等

の一部を改正する法律案」（閣法第 31 号））。
19

第 186 回国会衆議院予算委員会議録第５号（平 26.2.10）

育児休業の取得の促進について考えた場合、育児休業給付による所得保障の強化がど

の程度の直接的な効果をもたらすのかは未知数な部分がある。社会保障制度改革国民会

議でも指摘されているように、同時に、育児休業を取得しやすい環境づくりを図ってい

く必要がある。

国立社会保障・人口問題研究所が平成 22 年に実施した「第 14 回出生動向基本調査

（夫婦調査）」によれば、就業継続者の中で育児休業制度を利用した割合は伸びている

ものの、第１子妊娠前に仕事をしていた女性の６割強が出産を機に退職している状況は

1980 年代後半以降ほとんど変化がない。特に、妊娠前にパート・派遣として働いてい

た女性は、第１子が１歳の時に職に就いている割合が 18 ％しかない状況である。

育児休業の取得を促進するためには、非正規雇用労働者や中小企業の労働者といった

育児休業を取得しにくいとされる層について、育児休業を取得できるようにすることが

重要となろう
18
。

また、育児休業給付金の支給対象となる休業は、現在、１か月に就業している日数が

10 日以下であるものに限定されている。この際、１日に１時間だけ就業しても、就業

している日数が１日としてカウントされる。田村厚生労働大臣は、衆議院予算委員会に

おいて、この点についても見直しを進めていくと表明した
19
。

図表６ 育児休業取得率の推移

（出所）厚生労働省資料
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20
教育訓練を開始する日までの通算した被保険者であった期間。過去に教育訓練給付金の支給を受けた場合、

支給に係る教育訓練を開始した日前の期間を除いて算定される。
21

平成 19 年改正により、当分の間、初回のみ要件を緩和する措置がとられている。
22

離職者が訓練修了後に再就職に結び付いた場合や、在職者が訓練修了後引き続き職に就いている場合等。
23

具体的な給付割合は、法律成立後に省令で定める事項である。

（２）教育訓練給付金の拡充及び教育訓練支援給付金の創設

ア 現状

在職者（一般被保険者）又は離職者（一般被保険者でなくなった日から、原則として、

１年以内にあるもの）が、厚生労働大臣の指定する教育訓練を受け修了した場合に、教

育訓練に要した費用の 20 ％を教育訓練給付金として支給している。給付の期間は最長

１年、金額は 10 万円を上限とされている。なお、教育訓練給付金は、支給要件期間
20

が３年以上（初回のみ１年以上
21
）であるときに支給される。

教育訓練給付は、平成 10 年 12 月の創設時は給付割合が 80 ％であった。しかしなが

ら、必ずしも受給者の就職の促進等に資するとは言い難い訓練受講が見られたこともあ

り、失業者に対する給付への重点化が図られた平成 15 年改正で給付割合を半減させる

等の見直しが行われた。平成 15 年度は約 900 億円であった支給金額が、平成 24 年度は

約 46 億円にまで縮小している（図表７参照）。

イ 改正の内容 図表７ 教育訓練給付の支給状況

（ア）教育訓練給付金の拡充

日本再興戦略の中で示された社会

人の学び直しを促進するための措置

であり、中長期的なキャリア形成に

資する専門的・実践的な教育訓練と

して厚生労働大臣が指定する教育訓

練を受ける場合に、教育訓練給付の

給付割合の上限を引き上げることと

する。教育訓練に要した費用の 40 ％

を給付することとし、訓練修了後に

資格取得等の上で一般被保険者とし

て職に就いている場合には
22、教育訓

練に要した費用の 20 ％を追加給付す

ることとする。追加給付を受けた場

合の給付割合は、教育訓練に要した

費用の 60 ％となる
23
。

中長期的なキャリア形成に資する訓練は、①「職業に不可欠・重要な資格を身につけ、

専門的に就業するケース」として、医療・福祉等の専門職の資格の取得を目指す訓練、

②「特に実践的な専門能力を、企業等と連携した教育訓練機関で体系的に身につけ、現

場で生かすケース」として、ＩＴ等の専門学校が企業等と連携して設計する実践的な課

（出所）厚生労働省資料
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24
「中長期的なキャリア形成支援措置の対象とする教育訓練について（職業能力開発分科会報告書）」（平成

25 年 12 月 27 日）４頁
25

期間の年数は、法律成立後に省令で定める事項である。
26

在職者が企業の承認を得て訓練を受ける場合は、当該企業が教育訓練の必要性、有効性を確認できること

から、キャリア・コンサルティングを受けたことの確認を要さないこととする予定。
27

施行日前に教育訓練給付金の支給を受けた者であって、施行日以後に初めて中長期的なキャリア形成に資

する訓練を開始した者については、教育訓練支援給付金を受けられる旨の経過措置を定める。
28

省令により、教育訓練支援給付金の受給は初回のみに限ることとする。
29

第 96 回労働政策審議会職業安定分科会雇用保険部会（平成 25 年 12 月 11 日）資料２（４頁）

程等、③「技術革新や社会の変化等に対応した企業の現場で活かせる実践的な技術開発

力、企画力、問題解決力等を社会人向け教育訓練で身につけ、業務遂行に生かすケー

ス」として、社会人向けの大学院での実践的なプログラムが想定されている 24。

また、過去に教育訓練給付金の支給を受けた場合、前訓練を修了し支給を受けた後、

新たな訓練開始までに 10 年（現行の教育訓練の場合は３年）のインターバル期間を新

設する
25
。

このほか、中長期的なキャリア形成に資する訓練に係る教育訓練給付について、法律

成立後に省令で具体的に定める事項として、①支給要件期間を初回は２年以上、２回目

以降は 10 年以上とすること、②給付期間は原則２年とし、資格につながる訓練等で必

要な場合は最大３年とすること、③１年間の給付額は 48 万円を上限とすること、④訓

練の受講に当たっては、キャリア・コンサルティングを受けたことを確認すること
26 が

予定されている。

（イ）教育訓練支援給付金の創設

教育訓練支援給付金を創設し、45 歳未満の若年離職者（教育訓練給付金の支給を受

けたことがない者のうち、一般被保険者であった者に限る
27
）に対し、上記の中長期的

なキャリア形成に資する訓練の受講中に、基本手当の 50 ％相当額を毎月支給するもの

とする 28。ただし、基本手当が支給される期間及び給付制限等により基本手当を支給し

ないこととされる期間については、教育訓練支援給付金を支給しない。

教育訓練支援給付金については、平成 30 年度末までの暫定措置とする。

（ウ）改正に伴う給付増

本改正に伴う給付増は、平年度約 890 億円と試算されている
29
。

ウ 主な論点

今回の改正の趣旨として、非正規雇用労働者である若者等がキャリアアップ、キャリ

アチェンジし、安定的に働くことができるようにするものと説明されている。他方、想

定される訓練には、企業の中堅職員が大学院修士を取得することで、企業内の中核人材

としてのキャリアアップを目指すようなケースもあり、本来企業が行うべき教育訓練を

雇用保険で肩代わりすることにならないかとの懸念もある。講座の指定基準の在り方等

について、雇用保険制度の趣旨に合致するものとなるか注視する必要があろう。

教育訓練給付金の拡充について、当初、雇用保険部会に提示された厚生労働省案から、
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30
第 95 回雇用保険部会（平成 25 年 11 月 26 日）に提示された案は、①支給要件期間が５年（初回１年）、②

給付期間は最大３年、③給付額は支給上限年 60 万円、④追加給付の要件は資格取得等の一定の成果が上がっ

た場合とされていた。
31

就業促進手当には再就職手当以外に、再就職手当の対象とならない臨時的な就職等に対して就業日ごとに

支給される就業手当、障害者等の就職が困難な者が安定的な職業に再就職した場合支給される常用就職支度

手当がある。
32

１年超の雇用見込みのある職業に就いた場合等
33

基本手当日額については、5,840 円（60 ～ 64 歳は 4,729 円）が上限とされている。

最終的な取りまとめに向け、支給の要件、給付額等が厳格化された。これは、給付が高

額、長期になることに鑑み、給付と負担のバランス等が考慮されたものと思われる 30。

今回の拡充で見込まれる給付増は平年度で約 890 億円と大規模な拡充となる。濫給の

防止はもちろんのこと、改正の目的に照らして、成果を上げられるような制度設計、運

用が行われる必要がある。

（３）就業促進手当（再就職手当）の拡充
31

ア 現状

再就職手当は、基本手当の受給資格者が安定した職業に就いた場合であって 32、所定

給付日数の３分の１以上を残して再就職した場合に、支給残日数の 50 ％に基本手当日

額を乗じた額（支給残日数が３分の２以上の場合は、その 60 ％に基本手当日額を乗じ

た額）の一時金が支給されている
33
。

再就職手当は、平成 15 年以降、一律で支給残日数の 30 ％の給付割合とされていた。

平成 21 年改正により、給付割合を支給残日

数の 40 ％に引き上げ、支給残日数が３分の

２以上の場合は 50 ％の給付割合と、支給残

日数に応じた段階的な給付割合とした。さ

らに、平成 23 年改正により、現行の給付割

合まで引き上げられた（支給状況について

は図表８参照）。

なお、従来、支給残日数が 45 日以上ある

ことが要件であったが、平成 21 年改正によ

り暫定的にこの要件は撤廃され、平成 23 年

改正により恒久的に撤廃された。

イ 改正の内容

再就職時賃金が離職時賃金より低下する

ときに、再就職した後に６か月継続して雇

用されたことを要件として、従来の再就職

手当に加えて、離職時賃金と再就職後賃金

の差額の６か月分を、基本手当の支給残日
（出所）厚生労働省資料

図表８ 再就職手当の支給状況
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34
具体的な支給方法については、法律成立後に省令で定める。

35
第 96 回労働政策審議会職業安定分科会雇用保険部会（平成 25 年 12 月 11 日）資料２（３頁）

36
被保険者期間が 20 年以上で、35 歳以上 60 歳未満である場合には 30 日を限度とする。

37
直近１か月で、「労働力人口に対する有効求職者割合が全国平均以上」、「当該地域における有効求人倍率が

１倍未満」及び「雇用保険の基本受給率が全国平均以上」の基準いずれにも該当し、雇用機会が不足してい

ると認められる地域として厚生労働大臣が指定する地域。現在、34 道府県、257 安定所の管轄区域が指定さ

れている（平成 25 年 10 月以降）。
38

「安定した就業の経験が少なく、離転職を繰り返している者」、「産業構造、労働市場の状況等からみて、

再就職のために、その者が従事していた職種等を転換する必要があり、職業に就くことに時間を要する者」、

「このほか、特に誠実かつ熱心に求職活動を行っており、かつ、公共職業安定所の職業指導を受けなければ、

適切な職業選択を行うことが著しく困難である者」のいずれかに該当する者であることが必要。

数の 40 ％相当額を上限として、一時金として追加的に支給することとする
34
。

追加給付に伴う給付増は、平年度約 900 億円と試算されているが、早期再就職の促進

により求職者給付が約 340 億円抑制される効果があると試算されている 35。

ウ 主な論点

再就職手当は、基本手当受給者が受給期間を満了してから再就職するというモラルハ

ザードを防止し、早期の再就職を促進する手段として有効であるとされる。今回の改正

では、再就職により賃金が下がる者のみを対象としてインセンティブの強化を図る。こ

れが、早期再就職の促進にどのような効果を及ぼすのか、十分な検証が求められよう。

また、具体的な支給方法、給付額の算定方法は、省令等で定めることとされている。

労働契約に基づく再就職後の賃金を算定根拠とすること、試用期間との関係、正社員で

あった者が短時間労働者等の非正規雇用労働者になった場合でも支給を行うなど、制度

設計に際して考慮されるべき事項があり、適切な運用が行われるよう検討されることが

望まれる。

（４）平成25年度末までの暫定措置の延長

ア 現状

（ア）個別延長給付

個別延長給付は、特定理由離職者（期間の定めのある労働契約が更新されなかったこ

とにより離職した者に限る）及び倒産や解雇による離職者等である特定受給資格者であ

って、一定の要件に該当し公共職業安定所長が就職が困難であると認めた者について、

60 日を限度として
36
、通常の 90 ～ 330 日の所定給付日数を超えて基本手当を支給する

制度である。

一定の要件とは、① 45 歳未満の求職者であること、②直近１か月で有効求人倍率が

１倍未満である等の基準に該当する地域（指定地域）
37 に居住する求職者であること、

③公共職業安定所長が受給資格者の知識、技能、職業経験等を勘案して 38、再就職のた

めの支援を計画的に行う必要があると認めた者、のいずれかに該当することとされてい

る。

個別延長給付は、平成 21 年改正により、平成 23 年度末までの暫定措置として創設さ
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39
正当理由離職者については、被保険者期間が６か月以上 12 か月未満の者に限る。

40
同じく平成 25 年度末までの暫定措置となっている、常用就職支度手当について「40 歳未満の者」を支給

対象に追加する措置についても、省令改正により、暫定措置を３年間延長する。
41

「有効求人倍率に係る基準」のほか、「労働力人口に対する求職者割合に係る基準」、「雇用保険の基本受給

率に係る基準」についても、それぞれ個別延長給付創設時の全国実績（平成 21 年１月）に照らして判定する

ものとする。
42

第 96 回労働政策審議会職業安定分科会雇用保険部会（平成 25 年 12 月 11 日）資料２（３頁）
43

労働契約法第 18 条参照。平成 25 年４月１日から施行されている。
44

「労働政策審議会職業安定分科会雇用保険部会報告書」（平成 25 年 12 月 26 日）３頁

れたが、平成 24 年改正時に暫定措置の期限が平成 25 年度末まで延長されている。

（イ）特定理由離職者の給付日数の充実

平成 21 年改正により、特定理由離職者という区分が新たに設けられた。特定理由離

職者とは、期間の定めのある労働契約の期間が満了し、かつ、当該労働契約の更新がな

いことにより離職した者（その者が当該更新を希望したにもかかわらず、当該更新につ

いての合意が成立するに至らなかった場合に限る）及び出産等の正当な理由のある自己

都合により退職した者（正当理由離職者）をいう。特定理由離職者については、通常は、

一般の離職者と同じ 90 ～ 150 日の給付日数であるところ、暫定的に特定受給資格者の

給付日数（90 ～ 330 日）と同様の扱いとすることとされた
39。

特定理由離職者の給付日数の充実については、平成 23 年度末までの暫定措置とされ

ていたが、平成 24 年改正時に暫定措置の期限が平成 25 年度末まで延長されている。

イ 改正の内容

平成 25 年度末までの暫定措置となっている失業等給付に係る二つの措置、個別延長

給付及び特定理由離職者の給付日数の拡充について、いずれも平成 28 年度末までの３

年間延長することとする
40
。

個別延長給付の延長に当たり、法律成立後に省令改正により、要件の見直しを行うこ

ととする。見直しの内容は、上記①の 45 歳未満である者について、安定した職業に就

いた経験が少なく、離職又は転職を繰り返している者とすること、②の指定地域につい

て、雇用機会が不足する地域を指定する基準である有効求人倍率の基準を 0.67 倍未満

に見直す等リーマンショック時の全国実績以下の地域に限定することとされている
41
。

要件を見直すことで、平年度約 250 億円の給付減の効果があると試算されている
42
。

ウ 主な論点

今回、暫定措置を再度延長するに当たっては、雇止め等による離職者は必ずしも減少

傾向にはないこと、改正労働契約法による５年の無期労働契約への転換の影響を考慮す

る必要があること
43、平成 24 年度においても７割程度の者が基本手当受給後の個別延

長給付を受給していること等が理由として挙げられた
44
（個別延長給付の支給状況につ

いては図表９、特定理由離職者数の推移については図表 10 参照）。

個別延長給付を延長するに当たっては、支給認定の要件を厳格化することが予定され

ている。平成 24 年の延長時にも、求人への応募実績をより厳密に勘案すること、指定
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45
第 88 回労働政策審議会職業安定分科会雇用保険部会（平成 25 年６月 12 日）資料２（６頁）

地域を公共職業安定所の管轄区域単位で指定することといった見直しが行われたが、そ

の後も基本手当支給終了者の７割程度が個別延長給付の支給を受けている状況にある。

個別延長給付の支給対象者の状況を見ると、平成 24 年度の初回受給者約 22 万人のう

ち、45 歳未満の要件による者が約 11 万人であり、残りの約半分が、指定地域居住者及

び公共職業安定所長が認めた個別支援の対象者となっている。都道府県ごとに見ると、

個別支援による受給者の数にはかなりのばらつきがあり、指定地域がない関東地方等で

は個別支援による受給者が多い傾向が見られる
45
。

要件の見直しにより、真に支援が必要な者に対して給付を行い、再就職につなげてい

く制度運用となることが望まれる。

失業等給付の給付内容は雇用保険制度の根幹部分であることから、その在り方につい

ては、暫定措置の議論のみに限定せず、離職理由による区分の在り方や、基本手当の給

付水準等について、全体をパッケージで議論していくことが望ましい。

図表９ 個別延長給付の支給状況

（出所）厚生労働省資料
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46
ここでいう行政庁とは、厚生労働大臣、都道府県労働局長及び公共職業安定所長とすることを予定してい

る（通達）。
47

労働者災害補償保険法第 49 条の３、賃金の支払の確保等に関する法律第 12 条の２

図表 10 特定理由離職者数の推移

（出所）厚生労働省資料

（５）資料の提供等に関する規定

行政庁は、関係行政機関又は公私の団体に対して、この法律の施行に関して必要な資料

の提供その他の協力を求めることができるものとする規定を新設する
46
。

これは不正受給の防止のための調査を念頭に、関係行政機関等が雇用保険受給者等に係

る情報について提供できることを、個人情報保護法との関係で、法律上明確にするもので

ある。「労働者災害補償保険法」及び「賃金の支払の確保等に関する法律」にも平成 19 年

に同様の規定が置かれている
47
。



立法と調査　2014.3　No.350
56

48
「労働政策審議会職業安定分科会雇用保険部会報告書」（平成 25 年 12 月 26 日）12 頁

49
「労働政策審議会職業安定分科会雇用保険部会報告書」（平成 25 年 12 月 26 日）13 頁

（６）施行期日

平成 26 年４月１日から施行する。ただし、（２）の教育訓練給付金の拡充及び教育訓練

支援給付金の創設の規定は同年 10月１日から、（４）の平成 25年度末までの暫定措置の延長

の規定は公布の日から施行する。

５．その他の主な論点

改正案による改正事項以外の部分について、雇用保険制度に係る主な論点を、労働政策

審議会の議論を中心に紹介する。

（１）マルチジョブホルダーについて

複数事業所での労働時間の合計が週 20 時間を超えているにもかかわらず雇用保険の加

入対象とならないマルチジョブホルダーへの対応が問題となっている。

マルチジョブホルダーへの対応については、雇用保険適用に当たっての技術的な困難性

もあり、雇用保険部会報告書では、社会保障・税番号制度の運用状況を考慮しつつ、中長

期的な視点から議論していくべきであるとされた
48。

（２）高年齢雇用継続給付及び 65 歳以上への対処について

高年齢雇用継続給付は、過去の雇用保険部会の議論において、その廃止を含め議論され

たが、雇用と年金の接続に資する観点も考慮し、当面の間は存置し、今後の高齢者雇用の

動向を注視しつつ、その在り方について改めて再検証すべきであるとされている。

また、現在、65 歳以降で雇用される者は法の適用除外とされており、65 歳以前から引

き続き雇用されている高年齢継続被保険者には、失業した場合、基本手当ではなく高年齢

求職者給付金（一時金）が支給されることとなっている。このような 65 歳以上の者に対

する制度の在り方について、雇用保険部会において論点として挙げられた。

雇用保険部会報告書では、これらの論点については、今後の高齢者雇用の動向や社会経

済情勢等を勘案しつつ、引き続き中長期的な観点から議論していくべきであるとされた
49
。

（３）雇用保険二事業に係る運営について

平成 20 年秋のリーマンショック後の雇用失業情勢の急激な悪化に対応して、雇用保険

二事業の大部分を占める雇用調整助成金について、要件緩和や助成率の引上げを行った。

その結果、雇用保険二事業の財政状況が悪化したため、平成 22 年３月改正により、平成

22 年度及び平成 23 年度について失業等給付の積立金からの借入れを可能にする暫定措置

が設けられた。その後、平成 24 年改正により、暫定措置が平成 25 年度末までの２年間延

長されていた。

本措置に基づき、平成 22 年度に積立金から 370 億円の借入れを行ったが、この間、雇

用調整助成金の支給要件を段階的にリーマンショック以前の水準に戻したこと等の取組に
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50
「労働政策審議会職業安定分科会雇用保険部会報告書」（平成 25 年 12 月 26 日）12 頁

51
「財政健全化に向けた基本的考え方」（平成 25 年５月 27 日 財政制度等審議会）24 頁

より、平成 24 年度決算時に返済を行った。

このような状況に鑑み、借入れに係る暫定措置はその役目を終えており、今回、更なる

延長は不要であるとされた 50。

雇用保険二事業に係る見直しとして、雇用安定事業の関係では、行き過ぎた雇用維持型

から労働移動支援型への政策転換（失業なき労働移動の実現）を進めるため、日本再興戦

略において、労働移動支援助成金の抜本的拡充を図り、雇用調整助成金との予算規模を平

成 27 年度までに逆転させることとされた。これに基づいて、平成 26 年度の予算額は、労

働移動支援助成金 301 億円（平成 25 年度２億円）、雇用調整助成金 545 億円（同 1,175 億

円）と大きく見直された。

また、能力開発事業関係では、社会人の学び直しの支援のため、キャリア形成促進助成

金及びキャリアアップ助成金の拡充が予定されている。

今後は、失業等給付の積立金に影響を及ぼすようなことが万一にもないよう、雇用保険

二事業財政への影響を含め、これら雇用保険二事業に係る施策がどのように進められてい

くか、注視していく必要がある。

（４）雇用保険の国庫負担の在り方

我が国の雇用保険制度においては、失業は国の雇用施策等と無関係ではなく、国もその

責任の一端を負うべきであるとの考え方から、失業等給付に係る費用の一部を国庫で負担

している。

雇用保険法の本則では、日雇労働求職者給付金以外の求職者給付（高年齢求職者給付金

を除く）について４分の１、日雇労働求職者給付金について３分の１、雇用継続給付（高

年齢雇用継続基本給付金及び高年齢再就職給付金を除く）について８分の１を国庫が負担

することとなっている。これらの国庫負担については、平成 19 年改正により、暫定措置

としてその 55 ％の負担とされている。

国庫負担の在り方をめぐっては、平成 22 年２月改正により、平成 21 年度補正予算で

3,500 億円の一般財源を追加投入するとともに、附則に、「平成 23 年度において、安定し

た財源を確保した上で」「国庫負担に関する暫定措置を廃止するものとする」規定が置か

れた。しかしながら、この規定は、平成 23 年改正時に、「引き続き検討を行い、できるだ

け速やかに、安定した財源を確保した上で」「国庫負担に関する暫定措置を廃止するもの

とする」とされた。このように、現在も暫定措置に基づく国庫負担割合のままとなってい

る。

この点について、財政制度等審議会からは、積立金の状況等に鑑み、国庫負担の引下げ

も含めた検討を行うべきであるといった意見も出されているが
51
、雇用保険部会において

は、労使双方から、速やかに暫定措置を廃止し本来の負担割合に戻すべきであるという意

見が強く出されている。
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52
注釈７参照

53
平成 21 年度に限り、負担軽減の観点から、特例的に弾力条項（当時 12/1000 ～ 20/1000）の下限を超えて

8/1000 まで引き下げられた。
54

第 96 回労働政策審議会職業安定分科会雇用保険部会（平成 25 年 12 月 11 日）資料２

平成 19 年度以降、リーマンショック後の雇用失業情勢が悪化した時期を含め、失業等

給付に係る保険料率は、弾力条項 52 による下限（現在 10/1000）に据え置かれている 53。

雇用保険部会における試算では、今回の改正による財政影響を加味しても、平成 29 年度

までは、弾力条項を適用し、失業等給付に係る保険料率を 10/1000 で維持可能であるとさ

れた
54
。このような財政状況の中で、すぐさま国庫負担の本則戻しを行うのは難しいとも

考えられる。

しかしながら、財源の構成は、雇用保険の給付内容等の見直しに当たって、議論の前提

となる事項であり、国庫負担の問題については速やかに解決されることが望まれる。

（５）求職者支援制度の見直し

求職者支援制度は、「職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律」

に基づいて、雇用保険を受給できない特定求職者に対し、ハローワークが中心となって、

職業訓練を受講する機会を確保するとともに、訓練期間中に職業訓練受講給付金を支給し、

きめ細かな就職支援を行うことにより、その早期の就職を支援しようとするものである。

雇用保険の附帯事業として実施され、その費用は国庫負担２分の１、労使負担２分の１

（労使折半）とされている。なお、国庫負担については、雇用保険と同様に、原則の

55 ％とするとの暫定措置が適用される。

平成 23 年 10 月から実施されている求職者支援制度は、平成 24 年度末までの間に約 15

万人が訓練を受講し、訓練修了者の就職率は 70 ％を超えるなど、雇用保険を受給できな

い求職者に対する支援として一定の効果を上げている。

他方、制度創設から日が浅く、運用上の問題が見られる。また、その附則に施行後３年

を目途とした検討規定が定められている。そこで、今般、雇用保険制度の見直しの議論と

併せて、その実施状況等を踏まえた検討を行うこととされた。

求職者支援制度の見直しについては、職業能力開発分科会及び雇用保険部会の報告書に

見直しの内容がまとめられた（図表 11 参照）。報告書に沿って、省令等の改正により、平

成 26 年４月から運用の見直しが図られる予定である。

図表 11 求職者支援制度の見直しの概要

○訓練への誘導等

・ハローワークにおける適切な訓練へのあっせんをより一層効果的に行う。

・訓練実施機関による受講者募集について、より効果的な募集を行えるよう、ルールの明確化・見

直しを行う。

○求職者支援訓練の質・量の確保

（訓練の認定）

・認定基準において、就職率の基準を雇用保険が適用される就職として捉えた上で、引き続き就職
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率を主たる評価要素とする。

・それに加えて、①申請された訓練の内容や質、②質の向上に取り組んでいる等の運営体制、③受

講者評価等の実績などの多面的な要素を加味して、訓練の質も評価するようにする。

（認定職業訓練実施奨励金）

・出席要件の算定に当たって、ハローワークが指定する就職面接のように訓練受講より優先して対

応が求められる場合等について、訓練実施日からは除外して取り扱う。

・やむを得ない理由で訓練実施日の一部について出席できなくても、残りの時間に出席したことが

確認された場合には、訓練実施日の一部について出席したものとして取り扱うこととする。

○職業訓練受講給付金の支給要件の見直し

・出席要件の算定に当たって、上記、認定職業訓練実施奨励金と同様の見直しを行う。

○安定就職に向けた支援の充実

・就職状況の把握や確認する方法を改善する。

・雇用保険が適用される就職を成果として捉えるよう見直す。

（出所）「求職者支援訓練のあり方について（職業能力開発分科会報告書）」及び「労働政策審議会職業

安定分科会雇用保険部会報告書」より筆者作成

おわりに

本稿では、雇用保険制度の見直しについて、改正案を中心に、その概要、主な論点等に

ついて紹介した。

今回の改正案には、労働移動支援型への政策転換や、少子化対策のための育児休業取得

の促進といった政府の方針を反映した内容が多く盛り込まれている。法施行後、これらの

改正内容によって、政府が掲げた所期の目的を達せられるかが注目されるところである。

今後も雇用保険制度がその期待される役割を果たしていくものとなるよう、個々の制度

の在り方等について、活発な議論が行われることが望まれる。

【参考文献】

財団法人労務行政研究所編『新版雇用保険法（コンメンタール）』（労務行政 平成 16

年）

（ならき だいすけ）



立法と調査　2014.3　No.350
60

図表 12 雇用保険法の主な改正の経緯

（出所）厚生労働省資料等より筆者作成

改正年 主な改正内容
昭和49年 　　雇用保険法制定（失業保険法廃止）
昭和52年 　　・雇用安定資金制度の創設

　　・保険料率の引上げ
昭和54年 　　・雇用開発事業の創設

　　・訓練延長給付の充実
昭和59年 　　・基本手当の日額の引上げ

　　・賃金日額の算定方法の変更
　　・定年退職者等に係る支給の期間の延長
　　・所定給付日数の変更
　　・給付制限の期間の延長
　　・高年齢求職者給付金制度の創設
　　・日雇労働求職者給付金の改善
　　・再就職手当制度の創設

平成元年 　　・短時間労働被保険者に関する求職者給付の特例
　　・雇用保険四事業の再編（雇用改善事業を雇用安定事業に統合）
　　・三事業に係る弾力条項の見直し

平成４年 　　・賃金日額の計算の特例の弾力化
　　・基本手当日額表の自動要件変更の緩和
　　・基本手当の増減に係る内職収入控除額の引上げ
　　・再就職手当の支給要件の改善
　　・雇用保険料率及び国庫負担率の暫定的引下げ

平成６年 　　・高年齢雇用継続給付の創設
　　・育児休業給付制度の創設
　　・高年齢者の基本手当の給付率の改正
　　・基本手当の日額の年齢別上限の設定及び日額の自動的変更の要件改正
　　・所定給付日数の年齢区分の変更
　　・高年齢求職者給付金の額の引上げ
　　・日雇労働求職者給付金の受給要件の緩和及び日額の引上げ
　　・再就職手当の支給要件の改善

平成10年 　　・教育訓練給付制度の創設
　　・介護休業給付制度の創設
　　・高年齢求職者給付金の額の引下げ及び国庫負担の廃止
　　・失業等給付に係る国庫負担率の暫定的引下げ

平成12年 　　・基本手当の所定給付日数の変更
　　・再就職手当の支給額算定方法の変更
　　・育児休業給付及び介護休業給付の給付率の引上げ
　　・失業等給付に係る国庫負担率及び雇用保険料率の変更
　　・雇用保険料率の弾力的変更に係る規定の改正

平成15年 　　・基本手当の給付率及び日額上限額等の見直し
　　・就職促進手当の創設
　　・通常労働者と短時間労働者の給付内容の一本化
　　・壮年層の基本手当の給付日数の改善
　　・教育訓練給付の給付率及び上限額の引下げ並びに支給要件期間の緩和
　　・高年齢雇用継続給付の支給要件及び給付率の見直し
　　・雇用保険率の改定及び前２年間の据置き
　　・雇用安定資金の使用に関する特例

平成19年 　　・失業等給付に係る国庫負担の在り方の見直し
　　・失業等給付に係る雇用保険率の見直し
　　・雇用福祉事業の廃止
　　・船員保険制度の統合等
　　・被保険者資格及び受給資格要件の一本化
　　・育児休業給付の給付率引上げ等
　　・教育訓練給付の給付要件及び雇用安定事業等の対象範囲の見直し

平成21年 　　・特定理由離職者区分の創設
　　・個別延長給付の創設
　　・再就職手当の給付率引上げ等
　　・常用就職支度手当の対象範囲拡大及び給付率引上げ
　　・育児休業給付の見直し
　　・失業等給付に係る雇用保険料率の引下げ

平成22年 　　・平成21年度における国庫負担として一般財源を追加投入
（２月） 　　・平成23年度以降について雇用保険の国庫負担に関する暫定措置を廃止
平成22年 　　・非正規労働者に対する適用範囲の拡大
（３月） 　　・雇用保険に未加入とされた者に対する遡及適用期間の改善

　　・雇用保険二事業に係る財政的措置
　　・失業等給付に係る雇用保険料率の見直し

平成23年 　　・賃金日額の引上げ
　　・再就職手当の給付率引上げ
　　・常用就職支度手当の給付率の暫定的引上げの恒久化
　　・失業等給付に係る雇用保険料率の引下げ
　　・雇用保険の国庫負担に関する暫定措置の廃止期限の見直し

平成24年 　　・契約の更新が無いことにより離職した者等に対する給付日数拡充措置の延長
　　・個別延長給付の延長
　　・雇用保険二事業に係る財政的措置の延長
　　・失業等給付に係る雇用保険料率の引下げ


